市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 (平成 25 年 12 月 議決 分 ) 
平成 25 年 12 月 10 日 現在 





市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 6 日 
【 提 出 先 】 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 
【 件 名 】「 秘 密 保 護法 」 制 定 に 反対 する 意見 書 























政府 が 制定 を 目指 し て いる 「 特 定 秘密 の 保護 に 関す る 法律 案 」 (秘密 保護 法案 ) ( 
政府 に と っ て 都合 の 悪い 情報 を 隠し 、 そ れ を 漏らし た り 、 得 よ うと する 者 を 厳 六 に 処す 
る も の で す 。 
法案 は 、「 我 が 国 の 安全 保障 に 関す る 」「 防 衛 」「 外 交 」「 特 定 有害 活動 の 防止 」「 テ ロ 
活動 の 防止 」 に つい て 、「 特 定 秘 密 」 事項 を 指定 する と し て いま す 。 何 を 秘密 に 指定 す 
る か は 国民 に は 知ら され ず 、 勝 手 な 理由 付け で 警察 の 活動 も 含め た 広範 な 情報 を 秘密 に 
する こと が で きま す 。 原発 や TPP 交 渉 に 関す る 情報 も 対象 に な り 、 マ スコ ミ の 取材 や 
国民 が 情報 公開 を 求め る な ど 、 情 報 に 接近 し よう と する 行為 も 処罰 (最高 懲役 10 年 ) 
され る 恐れ が あり 、 国 民 の 知る 権利 は 侵害 され ます 。「 秘 密 」 の 取り 扱い 者 を 対象 に す 

る と いう 「 適 性 評価 」 は 、 思 想 信 条 の 自由 や プラ イバシー 権 を 侵す も の で す 。 国 会 の 国 
政調 査 権 を 制限 し 、 国 会 議員 や 職員 も 処罰 の 対象 で す 。 
国民 が 知ら な いう ち に 特別 委員 会 で 強行 する な ど 、 や り 方 も 民主 主義 に 反 し ます 。 

秘密 保護 法案 は 、 ア メリ カ と 軍事 戦略 ・ 情 報 を 共有 する 「 受 け 皿 」 と な る 国家 安全 保 
障 会 議 設置 法案 と あわ せ 、 集 団 的 自 術 権 の 行使 を 可能 に し 、「 戦 争 す る 国 」 づ くり の 

1 歩 と な る 法案 で 、 憲 法 の 平和 原則 も まっ た く 相 容れ ませ ん 。 
法案 は 、 主権 者 国民 が 政府 を 監視 する と いう 立憲 主義 に 敵対 し 、 日 本 国 憲法 の 基本 原 
理 を 根底 か ら 唆 し 、 国 民 の 目 、 耳 、 口 を ふさ ぐ 基 本 的 人 権 、 民 主 主義 を 破壊 する 重大 な 
弾圧 法 に 他 な り ま せん 。 特定 秘密 の 保護 に 関す る 法律 (秘密 保護 法 ) を 制定 し な いよ う 
強く 求め ます 。 
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1 特定 秘密 の 保護 に 関す る 法律 を 制定 し な いこ と 。 




















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 




















市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 6 日 


【 提 


文部 科学 大 臣 


【 件 














出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


名 】30 人 以下 学級 実現 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 を 求め る 意見 書 


将来 を 担い 、 社 会 の 基盤 つく り に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 重要 で ある こ 


と か ら 、30 人 以下 
を され た い 。 
(理由 ) 





























て いる が 、 そ の 後 、 











現在 まで 、 法 令 の 改 ] 











学級 の 実現 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に つい て 、 
































拡充 が な され て いな い 。 日 本 は 他 の OECD 諸 国 
























































子ども た ち が 全 国 



































法 の 精神 で ある が 、 
E CD 加盟 国 























の 中 で 
負担 制度 の 国 負 担 割 合 は 2 分 の 1 から 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 自 

















教育 予算 に つい て 、GDP に 




















特段 の 配慮 
































E に よる 35 人 以下 学級 に つい て は 小学 校 1 年 生ま で 実現 し て き 
こ 比 べ て 、1 学級 
当たり の 児童 生徒 数 や 教員 1 人 当たり の 児童 生徒 数 が 多く な っ て お り 、 一 人 ひと り の 子 
ども に 丁寧 な 対応 を 行う た め に は 、 今 後 と も 、 少 人 数 学級 の 着実 な 挫 
どこ に 住ん で いて も 、 均 等 に 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲 
占め る 教育 費 公 財政 支出 の 割合 は 、O 


E 進 が 必要 で ある 。 











日 本 は 最 下 位 で ある こと や 、 三位一体 改革 に より 、 

















いる こと な どか ら 、 


将来 を 担い 、 社 会 の 基 
子ども や や 若者 の 学び を 切れ 目 な く 支 援 し 、 人 材 育成 ・ 人 材 創 遇 
つなげ る 必要 が ある 。 こ うし た 観点 か ら 、 国 





成 に お いて 、 次 の 





その 拡充 が 必要 で ある 。 
盤 づ くり に つなが る 子ども た ち へ の 教育 は 極め て 








義務 教育 費 国庫 
治 体 財政 を 圧迫 し て 






























































E 要 で ある 。 









































『 項 を 実現 する よう 強く 要望 する 。 
記 





HH か ら 雇 用 ・ 就 業 の 拡大 に 
に お いて は 、 平 成 26 年 度 の 政府 の 予 全 














編 





1 少 人 数 学級 を 引き 続き 推進 する こと 。 また 、 そ の 具体 的 な 学級 規模 は 、OECD 
諸国 並み の 豊か な 教育 環境 を 整備 する た め 、30 人 以下 と する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 及び 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 国 負 
担 割 合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 


以上 、 地 方 自 























治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 











市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





議決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 6 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 
【 件 名 】 合 併 支援 の 特例 措置 の 拡充 を 求め る 意見 書 


国 の 施策 で 推進 し た 平成 の 大 合併 に より 、 




















全国 で 2016 年 で は 337 団体 に 達する 。 
この 合併 に より 、 地 方 交付 税 の 特例 措置 が 講じ られ て きた が 、 そ の 措置 が 終了 し 、 財 





























政 面 で 危機 的 な 状況 が 生じ る 。 



























































当 市 に お いて も 、 市 議会 議員 の 定数 削減 な ど 考え られ る 行 財政 改革 を 推進 し て いる 
が 、 他 方 、 想定 以上 の 人 口 減少 、 高 齢 化 及 び 過 疎 化 が 進み 、 行政 サー ビス の 拡充 強化 が 


























必要 で あ る 。 








また 、 合併 に より 、 市 の 面積 が 広大 と な り 、| 






























































と な っ て いる 。 





よっ て 、 国 に お いて は 、 過疎 化 や 人 口 減少 な どの 課題 が 増加 し て いる こと に 鑑み 、 合 




















市 




















町 村 単 位 に 支所 や 消防 分 緒 な ど を 設 





直し 、 市 民 ニ ー ズ に 応え て いる が 、 職員 の 配置 や 移動 経費 な ど 新 た な 行政 コス ト が 必要 














併 支 援 の 特例 措置 を 10 年 で 終了 する こと な く 、 今後 も 、 特 例 措置 の 拡充 強化 する よう 








強く 要望 する 。 





以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 























を 提出 する 。 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








ー 関 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 6 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 








私 立 学 校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 、 学 校 教 育 の 充実 、 発展 に 寄与 し て いま す 。 
現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳し い 環境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 
を 大 きく 圧迫 し て いま す 。 
また 、 生 徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 、 公立 学校 と 比べ て 低い こと が 、 教 育 諸 
条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教育 条件 の 維持 、 向上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と 
も に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 
充実 が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 、 次 の 
と お り 要 望 い た し ます 。 





















































































































































過疎 地域 の 私 立 高校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を さら に 充実 する 
こと を 求め ます 。 





以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 6 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 米 の 生産 調整 (減反 ) の 廃止 に 向け た 補助 金 の 見 直し に 対し て 慎重 な 


対応 を 求め る 意見 書 











国 に お いて は 、 米 の 生産 調整 (減反 ) 廃止 、 新 交付 金 創設 な ど 米 政策 大 転換 を 行 お う 


と し て いる 。 

















この 内 容 は 、 国 は 2018 年 を めど に 減反 を 廃止 する 方 針 で 、 国 に よる 生産 数 量 目標 の 





配分 に 頼ら ず に 、 個 々 の 生産 者 の 経営 判断 
本 市 は 諾 業 が 基 旨 産業 で ある が 、 その 大 部 分 は 
































拡大 も 限定 的 に な ら ざ る を 得 な い 。 








また 、『 水 田 の フル 活用 』 を 掲げ 、 飼 料 用 米 を 指 














に 委ね る 仕組 み で ある 。 
中 山間 地域 に あり 、 農地 の 集積 や 規模 



































E 龍 する 内 容 と な っ て いる が 、 そ の 販 





路 拡 大 や 生産 調整 を どの よう な 形 で 進め る か も 不明 な 内 容 で ある 。 
加え て 、 飼料 用 米 は 、 安定 的 な 畜産 経営 が あれ ば 可能 で ある が 、 牛 や 豚 な どの 畜産 農 





























家 の 減 少 が 止ま ら な い 状 況 で あり 、 需給 バラ ンス が と れ な いこ と が 想定 され る 等 、 制度 





に 矛盾 点 や 課題 が 散見 され る 。 











加え て 、 政府 が 提示 し た 補助 金 見 直し の 試算 に 














の 試算 が 提示 され て いな い 。 
農業 は 、 年 間 を 通し た 産業 で あり 、 既 に 
の よう な 制度 の 見 直し が 出 て きた こと は 



































従っ て 、 現場 の 声 を 反映 し た 制度 と する よう 




















な いよ う 慎 重 な 対 応 を 求め る 。 











以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、: 











お いて も 、 減反 補 肥 














金 が 全廃 され た 際 





に 











こ 来 年 度 の 経営 計画 を 策定 する 時 期 で あや り 、 こ 























ヽ 書 突 感 が 否め な い 。 
に 、 国民 的 合意 に 向け 抽 速 な 対応 と な ら 

















唱 











を 提出 する 。 











市 町 村 議 会 名 
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ー 関 市 





[i 


議決 年 月 日 】 平成 25 年 12 月 6 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 


社会 保障 ・ 税 一 体 改 革 担 当 大 臣 


【 件 名 】 要 支援 者 に 対す る 介護 サー ビス の 継続 を 求め る 意見 書 


介 


























高齢 化 が 進展 し 、 独 居 や 高齢 者 世帯 な ど 家族 介護 に 頼れ な い 高 齢 者 が 増加 する 中 で 、 
護 保 険 に に る サー ビス の 役割 が ます ます 大 きく な っ て いる 。 
し か し 、 政府 は 、 今年 8 月 に 社会 保障 制度 改革 国民 会 議 が 『 要 支援 者 に 対す る 介護 予 













































































防 給 付 は 、 市 町 村 が 地域 の 実情 に 応じ 、 新 た な 地域 包括 推進 事業 (仮称 ) に 段階 的 に 移 


ラー 
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ラー 


行 





め 、 





























させ る べき 』 と の 提案 を 受け 、 要 支 援 者 向け サー ビス を 介護 保険 か ら 市 町 村 事 業 へ 移 
する こと を 検討 し て いる 。 

要 支 援 者 は 、 全 国 で 約 150 万 人 に も の ぼる と され 、 認知 症 の 初期 症状 、 う つ 病 症 を 含 
虚 細 な 高齢 者 で ある 。 要 介護 度 の 進行 の 抑制 、 病 症 の 改善 の た め に は 、 安 定 し た 現 






































行 の サー ビス が 不可 欠 で ある 。 


き 


ーー 








要 支 援 者 向け の 介護 サー ビス を 市 町 村 へ 移行 する こと は 、 今 まで の サー ビス が 利用 で 
な い 可 能 性 も あり 、 自 己 負 担 額 を 含め 、 サ ービス の 質 や 量 に 格差 が 生じ る 恐れ も ある 。 
よっ て 、 要 支 援 者 に 対す る 介護 サー ビス の 継続 、 介護 給付 に お ける 国 の 負担 分 の 確保 







































































に つい て 強く 要望 する 。 


























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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